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株主のみなさまへ

　株主のみなさまには、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　ここに、第99期上期（自2022年4月1日至2022年9月30日）のご報告をさせてい
ただきます。

2022年11月
取締役社長　　田中　利一

企業理念
三菱化工機グループは、『モノづくりに根ざした確かな技術と徹底した品質管理に基づく
高品質な製品・設備を提供し社会の発展に貢献する』ことを企業理念とし、新しい時代
のニーズに応えるとともに、新しい事業分野への積極的なチャレンジを行い、お客様の
あらゆる要望に対応する製品・技術・サービスを提供してまいります。

企業ビジョン
モノづくりとエンジニアリングで明日を創造する企業グループを目指す

事業の概況

　当上期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の急激
な感染再拡大がありましたが、経済社会活動の正常化に向けた動き
の中で、個人消費、民間設備投資には持ち直しの動きもみられまし
た。一方で、ウクライナ情勢の長期化、急激な円安の進行、資源・
原材料価格の上昇や供給面での制約とこれに伴う物価上昇など、
景気は先行き不透明な状況が続きました。

　今後のわが国経済の見通しにつきましては、景気の緩やかな持ち
直しが続くことが期待されますが、新型コロナウイルス感染再拡大
のリスクは未だ解消されておらず、また、ウクライナ情勢の深刻化、
資源高と円安に伴う物価高等もあり、景気の先行きは予断を許さな
い状況が続くものと見込まれます。
　このような状況の下、当社グループは、引き続き事業環境に細心
の注意を払い、営業利益の確保に向けて、受注の確保及びコスト改
善に努めるとともに、納期管理及び品質管理をさらに強化・徹底し
てまいります。あわせて、業務効率化、間接コストの改善、財務体
質の強化等による企業体質の強化施策を継続してまいります。
　新たな中期経営計画は、「経営ビジョン実現に向け、戦略的投資
を増大し新規事業創出の足固めを行い、進化と変革への第一歩とす
る」を方針としております。当社は、化石燃料由来の市場に依存し
ている事業構造からの企業変革に向け、新規事業領域への経営資
源創出のため、既存事業の選択と集中を進め、新たな獲得事業や
既存事業の深化へ経営資源をシフトすることにより新たな事業ポー
トフォリオを確立してまいります。また、戦略的事業領域に対応す
るモノづくり戦略の確立、収益力向上に向けて当社グループ全体の
経営リソースをダイナミックに活用するグループ経営の推進、
TCFD提言に沿った取り組みや資本効率を高める施策の実行による

当上期の経済情勢

　このような事業環境の下、当社グループは、受注の確保及びコス
ト改善への取り組みを通じて、営業利益の確保に努めるとともに、
引き続き次世代成長分野事案の推進、企業体質の強化等への取り
組みを推進し、業績向上に努めてまいりました。また、脱炭素化等
の社会課題を踏まえて昨年策定・公表いたしました「三菱化工機グ
ループ2050経営ビジョン」の達成に向けた第一歩として、①新た
な事業ポートフォリオの確立及び②経営基盤の確立を骨子とし当期
を初年度とする新たな中期経営計画（2022年度〜2024年度）を
策定・公表し、取締役社長自ら従業員と直接対話するタウンホール
ミーティングを通じて社内への浸透を図りました。
　当上期の連結業績は次の通りであります。
　受注高は、単体機械事業で増加し、219億99百万円（前年同期
比3.8％増）となりました。
　売上高は、212億円（前年同期比0.9％減）となりました。
　損益面では、販売費及び一般管理費の増加がありましたが、為替
差益の影響、工事採算の改善により売上原価率が改善したため、営
業利益は19億2百万円（前年同期は13億67百万円の利益）、保有す
る外貨建資産に対する為替差益等により、経常利益は21億63百万
円（前年同期は15億7百万円の利益）となりました。また、固定資
産撤去費用を特別損失に計上し、親会社株主に帰属する中間純利益

当上期の業績 今後の見通しと課題

は15億36百万円（前年同期は11億73百万円の利益）となりました。
　以上の通り、当社は利益を計上することができましたが、当社の
収益力、今後の事業環境及び財務体質等を勘案し、株主のみなさ
まには、誠に申し訳なく存じますが、当期中間配当につきましては
引き続き見送ることとさせていただきました。事情ご賢察のうえ、
なにとぞご了承賜りますようお願い申し上げます。

1



今後の重要施策

❶‌‌　引き続き、当社グループの施工実績や強みのある技術の活用と
工事採算確保を重要視した案件の選別・取り組みを行うとともに、
リスクや工事損益を見極めつつ新規顧客・案件の開拓・獲得に
も注力し、重要案件の必注に努めてまいります。
❷‌‌　手持工事及び進行中の工事につきましては、工程管理、納期
管理及び品質管理を引き続き強化・徹底し、工事採算の改善・
確保に努めてまいります。特にコスト悪化につながる設計ミス、
仕損じ、手戻り等を防ぎ、着実な工事遂行に努めてまいります。
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エンジニアリング事業部門

❶‌‌　三菱油清浄機につきましては一層の拡販、各種単体機械につ
きましては引き続ききめ細かな営業活動を通じて顧客ニーズを掘
り起こし、受注の確保を図ります。
❷‌‌　船舶環境規制対応機器を次世代成長分野として、研究開発投
資を継続するとともに、今後の市場動向及び顧客ニーズに、中長
期的視点で的確に対応してまいります。
❸‌‌　当社は、モジュール型の医薬品製造設備「iFactoryⓇ」の開発
に参画し、「連続ろ過機」及び「連続乾燥機」を担当しておりま
す。「iFactoryⓇ」の普及により、生産性の向上とCO2排出量の大
幅な削減を目指します。
❹‌‌　新たな中期経営計画における経営基盤の確立に向けた「モノ
づくり戦略の確立」に技術開発・生産統括本部とともに取り組ん
でまいります。中でも、プロジェクトチームにおいて検討を行っ
ている川崎製作所の建替に関しましては、「省エネ、脱炭素化、
ゼロエミッション工場」の観点により推進してまいります。

単体機械事業部門

（注）通期予想は、2022年10月31日の第２四半期決算発表時点での予想数値であります。

企業価値向上等に注力し、経営基盤を確立してまいります。以上に
より、市場の変化に即応し、営業力、技術力及び収益力の強化を図
り、営業利益を確保するとともに、新たに設置した技術開発・生産
統括本部及びDX推進部門等による戦略的投資を積極的に実施する
ことにより、脱炭素・循環型社会に向けて、経営ビジョンの達成に
努めてまいります。
　併せて、人事施策につきましては多様性の観点を基本とし、適材
適所の配置を行うことで、すべての従業員が能力を発揮し活躍でき
る環境を整備するとともに、当社の持続的成長のための事業環境の
変化に対応できる先見性・リーダーシップ・変革意識を備えた人材
の採用・育成を通じて、経営人材・専門人材のプールを構築し、当
社グループ横断での人材開発・活用を推進してまいります。
　以上のとおり、新たな中期経営計画に基づいた事業活動を通じて、
低炭素・循環型社会に貢献するモノづくりとエンジニアリングを行
う企業集団として、ESGの観点から事業活動を行っていくことによ
り、SDGsの目標達成に貢献するとともに、持続的な企業価値の向
上を目指してまいります。
　通期連結業績につきましては、受注高480億円、売上高460億円、
営業利益28億円、経常利益30億50百万円、親会社株主に帰属する
当期純利益21億50百万円を予想しております。
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも、なお一層のご支援
を賜りますようお願い申し上げます。

❸‌‌　経営ビジョンで掲げた4つの戦略的事業領域から、循環型社会
推進事業、クリーンエネルギー事業に関連する分野において、新
たなビジネスの確立を目指してまいります。クリーンエネルギー
関連では、下水汚泥由来のバイオガスからのグリーン水素製造に
引き続き取り組むとともに、水の電気分解による水素製造、水素
吸蔵技術等の研究開発にも取り組んでまいります。また、循環型
社会推進事業関連では、当社を含む民間5社が提案し環境省「令
和4年度‌脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構
築実証事業」に採択された「廃プラスチックのガス化及びメタ
ノール化実証事業」において、当社は水素製造技術等で培った
触媒技術、ガス改質技術を活用し、廃プラスチック等のガス化炉
から得られる合成ガスをケミカルリサイクル可能なガスに改質す
るプロセスを提供することとしております。
❹‌‌　バイオガス利活用につきましては、引き続き「高効率消化シス
テム」実証の取り組み、各自治体へのPR活動及び拡販・普及に
向けた取り組みを進めてまいります。
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中期経営計画（2022年度〜2024年度）

　当社グループは「三菱化工機グループ2050経営ビジョン」の達成に向けた第一歩として、『進化と変革へ』を行動の目標に、
企業活動を通じて、より快適な社会の実現に寄与できるよう本中期経営計画の達成に全力で取り組んでまいります。

新たな事業ポートフォリオの確立

経営基盤の確立

4つの戦略的事業領域から、循環型社会推進事業、クリーンエネルギー
事業に関連する分野において、新たなビジネスの確立を目指す

戦略的事業領域❶：持続可能な循環型社会推進事業
戦略的事業領域❷：水素を核としたクリーンエネルギー事業
戦略的事業領域❸：デジタルを活用した省力・省エネ事業
戦略的事業領域❹：水・食・自然災害等の課題解決に向けた次世代技術開発事業

⃝省エネ、脱炭素化、ゼロエミッション工場を推進する
⃝‌‌DXを活用したモノづくりの高度化・効率化、生産体
制の強化を推進する
⃝‌‌モノづくりにより培ったノウハウで戦略的事業領域に
対応する製品開発を推進する

⃝成長性・収益性の観点から事業を再評価

⃝‌‌必要に応じて梃入れ・撤退を実施し、選択と
集中を推進

方針 経営ビジョン実現に向け、戦略的投資を増大し
　　　　新規事業創出の足固めを行い、進化と変革への第一歩とする

　本中期経営計画最終期で、売上高550億円、営業利益率5.0%以上、ROE7.0%以上を目指します。

中期経営計画の方針及び骨子（概要）

数値計画

【連結】売上高・営業利益率・ROE

2021年度実績 2022年度計画 2023年度計画 2024年度計画

（億円）

9.7%ROE 6.0%以上 6.0%以上 7.0%以上

415370350332

135130125122

5.8%5.4%5.3%
6.1%

550500475454

エンジニアリング売上高 単体機械売上高 全社営業利益率

骨子❶

骨子❷

新規事業の創出

モノづくり戦略の確立
⃝‌‌‌‌当社グループが持つビジネスチェーンを効
率的に顧客ニーズに展開することで、機会
損失なく連結業績の向上を目指す
⃝‌‌‌‌当社グループ全体の人的リソース活用をダ
イナミックに進め、収益力の向上を目指す

グループ経営の推進
⃝‌‌非財務情報の開示強化
⃝人材多様性の推進
⃝資本政策の強化

企業価値の向上

既存事業の再構築及び収益性の改善
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事業部門別の概況
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都市ガス・石油関連プラント、
各種化学工業用プラント、水素製造装置、
下水処理装置、産業排水処理装置、
各種水処理装置等

油清浄機、船舶環境規制対応機器、
各種分離機・沪過機、海水取水用除塵設備、
撹拌機等

　エンジニアリング事業では、顧客ニーズの掘り起こしを図り、民間向け各種プラ
ント・装置及び官公庁向け下水処理装置の受注確保に努めてまいりました。また、
クリーンエネルギー及びバイオガス関連の技術の拡充・強化のための各種研究及び
実証試験、並びに海外プラント案件の開拓に取り組んでまいりました。
　受注高は、民間向け各種プラント・装置につきましては、国内では各種プラント、
水素製造設備等の成約を得ましたが、海外では期待していた案件の延期や逸注があり、
また、官公庁向け下水処理装置も前年同期を下回りましたため、146億22百万円（前
年同期は148億60百万円）と前年同期を1.6％下回りました。
　売上高は、150億44百万円（前年同期は158億16百万円）と前年同期を4.9％下回
りました。

　単体機械事業では、主力製品である三菱油清浄機の拡販と各種単体機械の提案型
の営業活動を展開し、受注確保に努めてまいりました。また、成長分野として位置
付けている船舶環境規制対応機器等の製品開発と市場投入を引き続き推進いたしま
した。
　受注高は、三菱油清浄機及びそのアフターサービス部品並びに船舶環境規制対応
機器が前年同期を上回る成約を得ることができ、各種単体機械も堅調に推移し、73
億76百万円（前年同期は63億33百万円）と前年同期を16.5％上回りました。
　売上高は、61億56百万円（前年同期は55億83百万円）と前年同期を10.3％上回
りました。

エンジニアリング事業部門

単体機械事業部門

主要な製品・装置

主要な製品・装置

当上期の概況

当上期の概況
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連結財務諸表

（単位：百万円）

科　目
当中間期
2022年
9月30日現在

前　期
2022年
3月31日現在

科　目
当中間期
2022年
9月30日現在

前　期
2022年
3月31日現在

資産の部 負債の部
流動資産 34,625 35,301 流動負債 12,974 15,451
現金及び預金 10,827 11,227 支払手形及び買掛金 4,387 5,607
受取手形、売掛金及び契約資産 16,566 18,042 電子記録債務 2,683 3,723
電子記録債権 996 1,102 1年内返済予定長期借入金 500 1,000
製品 847 770 未払法人税等 231 661
仕掛品 2,764 1,791 契約負債 2,543 1,066
材料及び貯蔵品 939 757 賞与引当金 725 865
その他 1,693 1,614 役員賞与引当金 — 14
貸倒引当金 △9 △5 完成工事補償引当金 883 1,140

固定資産 14,480 15,219 受注工事損失引当金 111 132
有形固定資産 4,887 4,969 その他 907 1,239
無形固定資産 371 421 固定負債 8,046 7,762
投資その他の資産 9,222 9,827 長期借入金 2,800 2,300
投資有価証券 7,965 8,372 役員報酬BIP信託引当金 38 89
その他 1,281 1,479 退職給付に係る負債 4,870 5,030
貸倒引当金 △24 △24 その他 336 342

負債合計 21,020 23,213
純資産の部
株主資本 25,677 24,666
資本金 3,956 3,956
資本剰余金 4,203 4,203
利益剰余金 18,057 17,059
自己株式 △540 △553

その他の包括利益累計額 2,407 2,640
その他有価証券評価差額金 3,504 3,847
繰延ヘッジ損益 △13 7
為替換算調整勘定 △228 △293
退職給付に係る調整累計額 △854 △921

純資産合計 28,085 27,307
資産合計 49,105 50,521 負債及び純資産合計 49,105 50,521

（単位：百万円）

科　目
当中間期

2022年‌ 4月‌ 1日から
2022年‌ 9月30日まで

前中間期
2021年‌ 4月‌ 1日から
2021年‌ 9月30日まで

売上高 21,200 21,399
売上原価 16,273 17,351
売上総利益 4,926 4,047
販売費及び一般管理費 3,023 2,680
営業利益 1,902 1,367
営業外収益 351 206
受取利息 0 0
受取配当金 185 138
為替差益 160 35
その他 5 32

営業外費用 91 66
支払利息 15 15
訴訟関連費用 22 11
支払手数料 27 27
その他 25 12

経常利益 2,163 1,507
特別利益 — 214
投資有価証券売却益 — 214

特別損失 65 92
減損損失 — 92
固定資産撤去費用 65 —

税金等調整前中間純利益 2,098 1,629
法人税等合計 562 473

法人税、住民税及び事業税 257 396
法人税等調整額 304 77

中間純利益 1,536 1,155
非支配株主に帰属する中間純損失（△） — △17

親会社株主に帰属する中間純利益 1,536 1,173

❶ 総資産は、前期末に比べ14億15百万円の減少となりました。これは、受取手形、売掛金及び契約資産の減少等の影響によるものであります。
❷ 負債は、前期末に比べ21億93百万円の減少となりました。これは、支払手形及び買掛金、電子記録債務の減少等の影響によるものであります。‌
❸ 純資産は、前期末に比べ7億78百万円の増加となりました。これは、主として親会社株主に帰属する中間純利益の計上等による利益剰余金の増加等の影響によるものであります。

（単位：百万円）

科　目
当中間期

2022年‌ 4月‌ 1日から
2022年‌ 9月30日まで

前中間期
2021年‌ 4月‌ 1日から
2021年‌ 9月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 378 1,873
投資活動によるキャッシュ・フロー △345 △421
財務活動によるキャッシュ・フロー △530 △506
現金及び現金同等物に係る換算差額 96 45
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △400 992
現金及び現金同等物の期首残高 11,226 7,046
現金及び現金同等物の中間期末残高 10,826 8,039

キャッシュ・フローの状況
当中間期における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活
動により資金が増加いたしましたが、固定資産の取得、配当金の支払等に資
金を使用したことによる結果、400百万円の減少となりました。
❶‌営業活動によるキャッシュ・フロー
　‌‌‌営業活動による資金の増加は、税金等調整前中間純利益の計上、売上債権
の減少等によるものであります。

❷‌投資活動によるキャッシュ・フロー
　‌‌‌投資活動による資金の減少は、固定資産の取得、投資有価証券の取得等に
よるものであります。

❸‌財務活動によるキャッシュ・フロー
　‌財務活動による資金の減少は、主に配当金の支払等によるものであります。

連結損益計算書連結貸借対照表

連結キャッシュ・フロー計算書
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会社概要（2022年9月30日現在）

商号 三菱化工機株式会社
Mitsubishi‌Kakoki‌Kaisha,‌Ltd.

本社 〒210-8560　川崎市川崎区大川町2番1号
電話：044-333-5354

創立年月日 1935年（昭和10年）5月1日
設立年月日 1949年（昭和24年）9月1日
資本金 39億5,697万5千円

株主名 持株数（千株）持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 799 10.41
明治安田生命保険相互会社 416 5.42
三 菱 重 工 業 株 式 会 社 416 5.42
三 菱 化 工 機 取 引 先 持 株 会 311 4.05
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 235 3.07
三 菱 商 事 株 式 会 社 235 3.07
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 218 2.84
東京海上日動火災保険株式会社 192 2.50
三 菱 化 工 機 従 業 員 持 株 会 144 1.88
株 式 会 社 横 浜 銀 行 125 1.63

（注）‌ 1．‌‌当社は、自己株式を228,894株保有しておりますが、上記大株主
からは除外しております。

‌ 2．‌‌持株比率は、上記自己株式を控除して計算しております。なお、上
記自己株式には「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式（68,634
株）は含めておりません。

●大株主の状況会社概要

（注）‌‌本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示
しております。

‌ また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

会社名 所在地

三菱化工機株式会社

本社・川崎製作所（川崎市川崎区大川町2番1号）
本社事務所（川崎市幸区堀川町580番地）
支社（大阪市中央区）
支店（福岡市東区、沖縄県那覇市）
事業所（三重県四日市市）
工場（茨城県神栖市）
海外支店（台湾）
海外営業所（マレーシア）
海外駐在員事務所（インドネシア）

三 菱 化 工 機
アドバンス株式会社※1

本社・大川事務所（川崎市川崎区大川町2番1号）
本社事務所（川崎市幸区堀川町580番地）
支店（大阪市中央区、福岡市東区）
工場（北九州市八幡西区）
事業所（横浜市磯子区‌他13ヶ所）

化工機商事株式会社※1 本社（川崎市川崎区大川町2番1号）
工場（茨城県神栖市）

MKK‌Asia‌Co.,‌Ltd.※1 本社（タイ）
MKK‌EUROPE‌B.V.※1 本社（オランダ）
菱化機械技術（上海）有限公司※2 本社（中国）
（注）‌ ※1　連結子会社を示しております。
‌ ※2　非連結子会社を示しております。

企業集団の主要な事業所

●発行可能株式総数……………………… 16,000,000株
●発行済株式の総数………………………… 7,913,950株
●株主数………………………………………… 10,136名

株式の状況

取締役 執行役員
※取締役社長 田 中 利 一 執 行 役 員 正 木 惠 之
取 締 役 齋 藤 雅 彦 執 行 役 員 三 澤 正 治
取 締 役 林 　 宏 一 執 行 役 員 酒 見 伸 一
取 締 役 矢 島 史 朗 執 行 役 員 中 島 里 樹
取 締 役 楠 　 正 顕 執 行 役 員 井 上 　 隆
取 締 役 神 吉 　 博 執 行 役 員 永 根 光 治

取 締 役
監査等委員（常勤） 山 内 　 暁
取 締 役
監査等委員（常勤） 山 口 和 也
取 締 役
監査等委員 吉 川 知 宏
取 締 役
監査等委員 亀 井 純 子

（注）1．※は、代表取締役を示しております。
‌ ‌2．‌‌取締役のうち、楠　正顕、神吉　博、山内　暁、吉川知宏、‌

亀井純子の各氏は、社外取締役であります。

役員
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株式事務のご案内

株式に関するお手続きのご案内
1．‌‌株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管
理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくだ
さい。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．‌‌特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と
なっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、
三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3．‌‌未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

（本　　　社）〒210-8560　川崎市川崎区大川町2番1号
（本社事務所）〒212-0013　川崎市幸区堀川町580番地‌ソリッドスクエア東館
電話：044-333-5354
ホームページアドレス：https://www.kakoki.co.jp

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
株 主 確 定 日 定時株主総会、期末配当金‌ 3月31日

中間配当金‌ 9月30日
定時株主総会 6月下旬
公 告 方 法 電子公告により行う

公告掲載URL　https://www.kakoki.co.jp
（但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。）

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1　電話：0120-232-711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株式等の税務関係のお手続きに関しましては、マイナンバーのお届出が必要です。お届出をされていな
い株主様におかれましては、お取引のある証券会社等へマイナンバーのお届出をお願いします。
■株式関係業務におけるマイナンバーの利用
　法令に定められた通り、支払調書には株主様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

主な支払調書 ●配当金に関する支払調書
●‌‌単元未満株式の買取請求など株式の譲渡取引に関する支払調書

■上記に関するお問合せ先
・証券口座にて株式を管理されている株主様
　お取引の証券会社までお問合せください。
・証券会社とのお取引がない株主様
　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　電話：0120-232-711（通話料無料）

株式に関する『マイナンバー制度』のご案内


